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政策名（章） 第１章 安心して生活できる福祉社会をつくります

１ 施策の目的・概要（目的はわかりやすく記入）

基本施策名（節名） 評価担当課 介護保険課

基本目標 学びあいあたたかさのある福祉文化都市をめざして 施策コード 11530

目標値の考え方（根拠）

介護保険は、介護が必要な高齢者とその家族を支える制度で、40歳以上の被保険者が納める保険料と国・県・市からの公費を財
源として運営され、被保険者が介護や支援を必要とする時に、介護サービスを利用する費用に充てることで被保険者とその家族を
支える仕組みである。

平成12年度に介護保険制度がスタートして6年が経過し、要介護認定者数は、平成12年度の約7300人から平成17年度は約14000
人となり、介護保険制度は浸透してきている。

２ 事業費・人員

年度 平成14年度（決算）平成17年度（決算） 増減の主な理由

３ 成果・活動指標

17,539,195

事業費 17,176,945

人件費 362,250

＊人件費は、職員一人あたり Ｈ14：839万円、Ｈ17：805万円として算定。人口は、61.6万人（Ｈ15.4.1現在） 66.7万人（Ｈ18.4.1現在）とした。

平成12年度から開始された介護保険制度の浸透に伴い、認定者数が
増加したことにより事業費（保険給付費）が増加した。
＜参考＞ 認定者数の推移

平成12年度 7310人
平成14年度10,083人
平成16年度12,714人
平成17年度13,760人

指標名 指標の基準値の定義

市民一人あたりの事業費 18,693 26,296

合計 11,514,961

ｈ１６

指標２
介護保険制度に対する満足度
＜介護保険に対する評価＞

概ね満足／回答者数×１００
77.90% ｈ１６

指標１
介護サービスに対する満足度
＜サービスの満足度＞

概ね満足／回答者数×１００
88%

ｈ１６

指標４

指標３ 要介護認定を受けている高齢者の割合
要介護認定者(2号除く)／６５歳以上人口×１
００ 12.80%

指標５

Ｈ17目標値/実績値 中間年度の目標値 最終年度の目標値

指標１

達成率
19

#DIV/0!
89% 21

介護サービス利用実態調査
から、サービスに対する満足
度を把握する90%

指標２

達成率
19

#DIV/0!
79% 21

介護サービス利用実態調査
から、介護保険に対する満足
度を把握する80%

指標３

達成率
19

#DIV/0!

13.25
13.95% 21

65歳以上人口に占める要介
護認定者の割合

13.77%

指標４

達成率 #DIV/0!

指標５

達成率 #DIV/0!

◆総合計画における位置付け等 平成18年 月 日記入

平成１8年度 施策評価シート

施 策 名 介護保険制度の円滑な運営 課長名 鈴木一夫

評価担当部 保健福祉部

第５節 社会保険制度の充実に向けて



１次評価

B

２次評価

B

３次評価

４ 市民満足度調査結果（平成18年度実施分）
○この施策の満足度は3.068で51施策の中で42番目。
○重要度は4.221で7番目である。
○改善要望度は0.3338で7番目である。
○年齢別にみると、満足度は60歳代以上で高く、30、40歳
代で低くなっている。
○重要度は、順位でみると40歳代以上で上位10施策に
入っている。
○前回調査と比較すると、満足度、重要度とも施策の順位
に大きな違いはみられない。
○満足度の順位では、60歳代、70歳以上で前回調査より
大幅に下がっている。
○重要度の順位では、50歳代で前回調査より上がってい
る。

視点の
種類

評価基準・
着眼点 評価点 それぞれの視点に対して評価の具体的根拠

５ １次評価（３つの視点から評価を行う）

有効性

各事業が果たす
施策に対する目
標の達成度合い
を把握し、効果の
高い事業を実施
している

4 2 1

介護保険制度の実施により、高齢者の介護を社会全体で支えあうこととなり、サービス量やそれに
伴う利用者の増加等サービスの充実が図られている。

効率性

最少経費で最大
効果が得られる
事業構成となっ
ている

4 2 1

市民満
足度

市民満足度調査
により市民ニー
ズを把握し、市民
の立場に立って
事業展開してい
る

4 2 1

６ 課題と解決策（現状または、評価結果から）

合計 8 評価結果に基づく区分（４項目の合計点数による）
Ａ（12から10点） Ｂ（9から5点） Ｃ（4点以下）

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

解決策の具体的な方法を検討・実施し、成果の向上を図る必要がある。

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

８ ３次評価及び意見（評価結果及び課題・解決策について、必要に応じて意見を記入）

課題
介護保険制度では、要介護の認定からスタートし、ケアプランの作成、サービス事業者の決定、サービスの給
付というプロセスを経るが、利用者にとっては、ケアマネージャーによる最適ケアプランの作成やサービス事
業者の介護の質的向上が重要であり、さらに利用者のサービス向上に努めていくことが必要である。

解決策
利用者の状況の把握や事業者の研修や指導を強化していくことが必要である。

７ ２次評価及び意見（１次、２次で評価に相違がある場合など、必要に応じて意見を記入）

社会保険制度の充実

3.0

3.5

4.0

4.5

2.5 3.0 3.5 4.0

満足度の平均 3.190

低い ← 満足度 → 高い

高
い

↑

重
要
度

↓

低
い

重要度の平均 3.871

施策

Ｈ18◇ Ｈ15▲



コード 11530

構成事務事業一覧

構成事務事業 事務事業
担当課

Ｈ15施策
の

優先順位

Ｈ15人員
（人）

Ｈ14決算額
（千円）

Ｈ18施策
の

優先順位

Ｈ17人員
（人）

Ｈ17人件費
（千円）

Ｈ17事業費決
算額（千円）

Ｈ17決算額
（千円）

保険支給事務等の効率化
介護給付事務運営費 介護保険課 法 0.10 109,571 法 0.10 805 56,465 57,270

要介護認定事務費
介護認定審査会経費 介護保険課 法 23.20 384,205 法 12.00 96,600 51,055 147,655

要介護認定事務費
要介護認定事務費 介護保険課 法 10.00 80,500 131,406 211,906

在宅サービスの利用促進
保険給付費 介護保険課 法 10.00 4,512,777 法 10.70 86,135 16,899,974 16,986,109

施設サービスの給付 介護保険課 法 10.00 6,472,958 0 0

賦課徴収事務費 介護保険課 法 0.86 14,574 法 10.00 80,500 29,756 110,256

介護サービス適正実施指導
事業 介護保険課 1 2.00 17,350 1 2.00 16,100 2,803 18,903

社会福祉法人利用者負担
助成事業・国特別対策分 介護保険課 2 0.10 1,335 2 0.10 805 1,429 2,234

訪問入浴介護サービス利用
者負担助成事業 介護保険課 3 0.10 2,191 完了 0.05 403 1,052 1,455

訪問介護サービス利用者
負担助成事業 介護保険課 法 0.05 403 3,005 3,408

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

46.36 11,514,961 45.00 362,250 17,176,945 17,539,195

46.36 11,514,961 45.00 362,250 17,176,945 17,539,195合計

計

介護保険制度の円滑な運営



コード 11530

構成事務事業一覧

構成事務事業 事務事業
担当課

Ｈ15施策
の

優先順位

Ｈ15人員
（人）

Ｈ14決算額
（千円）

Ｈ18施策
の

優先順位

Ｈ17人員
（人）

Ｈ17人件費
（千円）

Ｈ17事業費決
算額（千円）

Ｈ17決算額
（千円）

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0.00 0 0.00 0 0 0計

介護保険制度の円滑な運営


